
 

 

第１８号様式（第２９条関係） 

 

                                 A特 定 交 付 金 に 係 る 届             E 

                                                                  令和  年  月  日 

   A総 務 大 臣        EA  あて 

                                                   A政 治 団 体 の 名 称          EA                  

                                                   主たる事務所の所在地 

                                                   A代 表 者 の 氏 名          EA                （印） 

 

   政党助成法第２７条第１項の規定による特定交付金の交付を受けたいので、同条第２項の規定によ 

り、下記のとおり届け出ます。 

                                             記 

 名      称 
      （ふりがな）  

  

 （略    称）   

 
A主たる事務所の        E 

所在地 

（〒   ）  

                                     （電話                    ）  

 A代 表 者        E 

 A

ふ り が な
      E 

 氏    名 
（〒  ）  （住所） (生年月日) (選任年月日)  

     

 A会 計 責 任 者        E      

 
会 計 責 任 者 の 

職 務 代 行 者 
     

 
会 計 監 査 を 

行 う べ き 者 
     

 A支 部 の 有 無        E 
□     有 

□     無 
   A支 部 の 数        E   

 

A支 部 の 名 称 、 主 た る 事 務 所 の 所 在 地                                 E 

A代表者、会計責任者、会計責任者の職務代行者の氏名・住所                                 E 

A政 党 助 成 法 第 1 4 条 第 ２ 項 の 支 部 で あ っ た 旨                                 E 

  A別 紙 の と お り         E  

 A組織年月日又は政治資金規正法による政治団体となった年月日                                 E 令和  年  月  日  

 A政 治 資 金 規 正 法 第 ６ 条 第 １ 項 、 第 ５ 項 に よ る 届 出 年 月 日                                 E 令和  年   月   日  

 A政党助成法第５条第１項、第６条第１項による直近の届出年月日                                 E 令和  年   月   日  

 政党助成法第２条第１項各号のいずれにも該当しない政治団体となった年月日 令和  年  月  日  

 
A政党助成法第２７条第１項の規定に                  E 

Aより交付されるべき特定交付金の額                  E 
                                                円  

 



 別紙 

    A支 部 一 覧         E 

 支部の名称 主たる事務所 A代表者の     E 住    所 会計責任 住    所 職務代行 住    所 法第14条第２項  

  の所在地 氏   名  者の氏名  者の氏名  に規定する支部  

           

               □  

               □  

               □  

               □  

               □  

           

 

           

               □  

               □  

               □  

   （備考） 

   １  この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とすること。 

    ２ 「代表者の氏名」欄に押す印は、商業登記法（昭和３８年法律第１２５号）第２０条の規定により登記所に提出した印（提出予定  

  のものを含む。）を使用すること。 

     ３ 支部の名称等の事項については別葉とし（別紙）、主たる事務所の所在地の都道府県ごとにまとめて記載すること。 
 


